
福祉有償運送

【運 送主体】

(NPO法人等）

③
必要性、対価、
安全確保等の協議

⑤実績報告等

【運 営協議会】

学識経験者、利用者
代表、運送事業者等
で構成

（事務局）
福祉有償運送担当課

※事務局がない市町村に
お住まいの方は、お住まいの
福祉担当課にお尋ねください。
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福祉有償運送開始までのフローチャート

①登録予定者が運送主体へ福祉有償運送利用希望
の申出

②運送主体が市町村へ福祉有償運送実施希望の申出

③利用予定者が利用希望する市町村（発地又は着地）
において運営協議会開催（福祉有償運送の必要性を
判断）
（運送主体は委員（又はオブザーバー）として出席。
申請内容等を説明）

協議会にて協議が調う

④熊本運輸支局に登録申請

自家用有償旅客運送登録（７９条登録）

福祉有償運送サービススタート

⑤２年ごとに登録を更新（場合によっては３年）
【事前に協議会での協議が必要】

・協議会開催については、協議会事務
局から連絡があります。
・提出された申請書の他、地域で移動
が制約される方、公共交通の状況を
元に運営協議会にて福祉有償運送
の必要性を判断します。
・運賃や対象者の範囲などの基準は、
それぞれの運営協議会の基準に
よることとなります。

・登録申請については協議会エリア
ごと にそれぞれ行うことが必要です。

（例）利用者が熊本市、玉名市におら
れる場合、熊本市については「熊本
連携中枢都市圏福祉有償運送運営
協議会」、玉名市については「玉名市
有償運送運営協議会」の協議を経る
ことになります。

・ 変更登録、更新登録をする場合には、
協議会での協議が調うことが必要で
す。


